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本
日
、
郵
便
貯
金
事
業
・
簡
易
保
険
事
業
は
、
郵
便
事
業
と
と
も
に
三
事
業
一
体
で
、
そ
の
運
営
主
体
を
、
国
（
郵
政
事

業
庁
）
か
ら
国
営
の
「
日
本
郵
政
公
社
」
に
移
行
し
た
。 

 

平
成
十
三
年
十
一
月
、
私
ど
も
民
間
金
融
団
体
は
、
「
郵
政
事
業
の
公
社
化
に
対
す
る
私
ど
も
の
意
見
」
を
と
り
ま
と
め
、

郵
貯
・
簡
保
事
業
に
つ
い
て
、
①
民
間
金
融
機
関
と
の
間
の
公
平
・
公
正
な
競
争
条
件
の
確
保
、
②｢

民
業
補
完｣

等
の
目
的

の
設
置
法
へ
の
明
記
と
預
入
限
度
額
・
加
入
限
度
額
の
引
下
げ
、
③
業
務
範
囲
の
拡
大
の
凍
結
、
の
三
点
を
訴
え
て
き
た
。 

 

し
か
し
な
が
ら
、
公
社
化
に
際
し
て
、
私
ど
も
の
主
張
は
ほ
と
ん
ど
考
慮
さ
れ
ず
、
国
家
保
証
や
各
種
税
負
担
の
免
除
等

の｢

官
業
ゆ
え
の
特
典｣

が
温
存
さ
れ
、
郵
貯
・
簡
保
事
業
が
こ
れ
ま
で
抱
え
て
き
た
国
民
負
担
や
金
融
資
本
市
場
へ
の
悪
影

響
と
い
っ
た
問
題
点
は
解
消
さ
れ
る
と
は
言
い
難
い
状
況
に
あ
る
。 

 

こ
の
た
め
、
日
本
郵
政
公
社
の
事
業
運
営
は
、
「
官
業
ゆ
え
の
特
典
」
を
有
し
た
ま
ま
、
「
民
間
的
な
経
営
手
法
の
活
用
」

の
み
が
強
調
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
郵
貯
・
簡
保
事
業
の
さ
ら
な
る
肥
大
化
を
招
き
か
ね
な
い
。
こ
の
場
合
、
日
本
郵
政
公

社
と
民
間
金
融
機
関
と
の
競
合
関
係
が
一
層
強
ま
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ま
で
私
ど
も
が
指
摘
し
て
き
た
郵
貯
・
簡
保
事
業
の

抱
え
る
問
題
が
、
一
段
と
深
刻
化
す
る
恐
れ
が
あ
る
。 

 

し
た
が
っ
て
、
私
ど
も
は
、
一
日
も
早
い
郵
貯
・
簡
保
事
業
の
抜
本
的
改
革
、
す
な
わ
ち
、
郵
貯
・
簡
保
事
業
の
廃
止
、

も
し
く
は
民
間
金
融
機
関
と
の
公
平
・
公
正
な
競
争
を
確
保
し
た
う
え
で
の
分
割
・
民
営
化
が
不
可
欠
で
あ
る
と
考
え
る
。 

 

私
ど
も
民
間
金
融
機
関
は
、
右
の
観
点
か
ら
、
日
本
郵
政
公
社
の
設
立
に
当
た
っ
て
、
左
記
の
通
り
総
意
を
表
明
す
る
。 

 



 記 
 

一
．
「
官
業
と
し
て
の
特
典
」
を
有
し
た
ま
ま
日
本
郵
政
公
社
に
移
行
さ
れ
た
郵
貯
・
簡
保
事
業
に
つ
い
て
は
、「
民
間
で 
で
き
る
も
の
は
民
間
に
委
ね
る
」
と
の
基
本
原
則
に
則
り
、
国
民
経
済
的
観
点
か
ら
、
廃
止
も
し
く
は
民
間
金
融
機 

関
と
の
間
の
公
平･

公
正
な
競
争
条
件
を
確
保
し
た
う
え
で
の
分
割
・
民
営
化
に
よ
る
抜
本
的
な
改
革
を
早
急
に
行
う 

べ
き
で
あ
る
。 

一
． 

公
社
形
態
で
あ
る
間
は
、
国
営
事
業
の
枠
を
超
え
、
民
間
が
担
う
べ
き
事
業
領
域
へ
の
進
出
を
企
図
す
る
こ
と
の
な 

い
よ
う
業
務
範
囲
の
拡
大
を
凍
結
す
る
と
と
も
に
、
制
度
本
来
の
目
的
に
立
ち
返
り
、
預
入
限
度
額
お
よ
び
加
入
限 

度
額
を
引
き
下
げ
、
規
模
の
縮
小
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。 

一
． 

政
府
は
、
直
ち
に
、
公
社
後
の
抜
本
的
な
郵
政
事
業
改
革
に
向
け
た
具
体
的
な
改
革
工
程
表
を
策
定
し
、
抜
本
的
改 

革
に
関
す
る
基
本
方
針
の
策
定
時
期
（
例
え
ば
今
後
一
年
以
内
）
を
定
め
た
う
え
で
、
そ
の
基
本
方
針
策
定
の
た
め 

民
間
人
に
よ
る
第
三
者
機
関
を
設
置
す
る
べ
き
で
あ
る
。 

以
上 

 

平
成
十
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年
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月
一
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